
自家消費ソーラー導入のメリット



03 02



05 04



07 06

試算に必要な情報が揃えば、それを元に発電規模や構成部材な
どのシステム内容を決定し、概算の導入費用を算出する。
この工場では、自家消費ソーラー導入に約1,400万円の費用を
算出。導入前の電力使用量が約25万3000kWh。年間の電気料
金が553万2,512円であった。発電量99kWのソーラーパネル
を設置し、65kWの電力を使用できる環境を新設。これによっ
て年間180万円分の電力を自家消費でまかなえるようになり、
さらにLooopでんきに切り替えることで40万円のメリットが出
た。年換算で220万円の電気料金が節約できたことになる。こ
れを導入費用で換算すると、5～6年で回収できる計算となる。

自家消費ソーラー構成部材

自家消費ソーラーシステム図

RPR

太陽光パネル パワーコンディショナー

キュービクル

●ソーラーパネル
太陽光から電気をつくる
最も重要な部材

●架台・取付金具
ソーラーパネルを屋根や
地面に固定する支持物

●集電箱・接続箱
発電した直流の電気を
集めるための機器

●パワーコンディショナー
発電した直流の電気を
交流に変換する機器

●監視装置
ソーラーの発電量を確認し、
パワーコンディショナを
監視する機器

●出力制御装置
発電量、需要量の状況に
応じ発電を制御し稼働を
安定させる機器

●逆潮流防止装置 (RPR)
発電した電気が系統側に
流れないようにする機器

●電材
機器間をつなぐ部材

●変圧器
パワーコンディショナーから
発電した電気の電圧を上昇
（または下降）させる機器。

自家消費型ソーラー導入の流れ

需要量に合わせた自家消費量の設計
自家消費ソーラーの導入を検討する場合、もっとも重要なのが、”電力使用量とソーラー発電量との
バランス”だ。設置可能範囲最大限に設置しても、発電に見合った電気の使用量がなければ無駄になっ
てしまう。電力需要量を元に精度の高いシュミレーションを行い、最適なシステム容量を定める必要
がある。

事業所の屋根、もしくは電力を使用する場所に
隣接した遊休地などに設置が可能。

①30分値
電気を電力会社から購入している状況で電力メーターがス
マートメーターに置き換えられているなら、使用量を電力会
社に照会することで30分毎の電力量が確認できる。

②電気料金試用明細
メーターが旧型であれば、毎月の電力使用量の
明細でおおよその電力量を判断する。

③屋根図面
屋根の種類や寸法・面積の分かる図面から、おおよそ
のパネル設置枚数を決め、配置図を作成する。

母屋下がり

母屋下がり

屋根伏図

①お問合せ ③簡易見積 ⑤設計 ⑦契約 ⑨稼働

⑧施工⑥詳細見積④現地調査②ヒアリング

導入までの流れ

出力制御
設置場所の選定

試算に必要な情報を取得する
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保守について保守について
今後、電気料金は以下の理由により上昇する見込みだ。
❶ 再エネ賦課金の負担増
再エネ賦課金とは、再生可能エネルギーによって発電し、電力
会社が買い上げる電気料金の一部を国民が負担するもの。電気
料金に上乗せされるため買電料金が上がることになる。
❷ 原発処理費用の負担増 
福島の原発事故以降、こうした事故の賠償の備えとして原子力
損害賠償・廃炉等支援機構法（原賠機構法）が制定され、この
費用も電気料金に上乗せして回収される。このような背景か
ら、太陽光発電による電力を使用することで、これまでの使用
電力を大幅に削減することができる。

2015年7月17日、日本は温室効果ガス排出量を2030年度に
2013年度比－26%（2005年度比－25.4%）とすることが明記
された約束草案を国連に提出した。2050年には80％の温室効
果ガス排出削減という長期目標を掲げており、同年までにCO2
排出量ゼロ宣言する企業も一部ある。火力発電全体のCO2排出
量の平均が690g CO2/kWhであるのに対し、太陽光発電の平均
は17gから48g CO2/kWhであることから、こうした目標達成に
再エネの活用は不可欠となっている。

自家消費型ソーラーは2017年度から開始された「中小企業等経
営強化法」を利用して100%即時償却することができる。これは
設備投資をして生産性を高めたい中小企業者等が、経済力を向
上させる設備を新たに導入した場合に適用される。即時償却、
もしくは税額控除が可能なので、中小企業に該当する場合は検
討すると良い。また、固定資産税の3年間半額控除など、事業者
様に合った税制優遇を利用できる。

もしもの災害や停電時には、非常用の電源として活用ができる。
事業停止による損害を最小限に留めるため、BCP対策として自家
消費型ソーラーを導入する企業が増えてきている。非常時にも継
続的に自社で電気をつくることができれば、緊急時の従業員の安
否確認、取引先への連絡など通信手段の確保や、事業の早期復旧
の対策が可能だ。

電気代削減1

CO2 削減2

税制優遇3

非常時の電源4

中小企業経営強化税制を利用し
即時売却可能

課税所得

1,500万円

課税
所得100万円

設備導入費用

1,400万円

設備投資しない場合 設備投資した場合
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モジュール出力保証
出力保証範囲90% 12年
出力保証範囲80% 25年
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導入前電気代 550万円/年
①自家消費部分の削減額

200万円/年
②買電部分の削減額
40万円/年

メンテナンス費
２０万円/年

返済費用
180万円/年 40万円/年

240万円/年

メンテナンス、返済費用を
自家消費削減分と買電削減金額で相殺

全体出費が
削減することも！！

導入前

導入後
１～10年目
（返済期間中） 310万円/年

導入前電気代

310万円/年

初期費用

0円
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需要量
顧客が電力会社から電気を購入

自家消費
顧客が利用料に応じた料金を
事業者へ支払う

お客様の空いている屋根（面積100m2以上）や敷地に
Looop（ループ）が太陽光発電設備を設置し、発電した電
気をお客様に自家消費していただくサービスです。太陽光
発電ができない時間帯は、「Looopでんき」から電力の供
給を行うので、曇りの日や夜間も安心。日本全国で対応し
ており、2019年7月現在で34MWのお引き合い数をいた
だいています。

Looop では、部材調達、設計、設置工事・電気工事、
発電所運営・メンテナンス、電力販売までの全プロセス
を一気通貫で実施。中間コストのないリーズナブルな価
格でご提供でき、また設置後も安心して長期間運用して
いただくことができます。

ワンストップでご提供

リース制度を利用すれば、今の支出の範囲から設備導入
費用の返済が可能。自家消費ソーラー導入後の年間電気
代削減額をメンテナンス、返済費用に充てることで、実質
初期費用が0円となります。Looopでんきの割引適用との
併用でさらに全体出費が減ることも。毎年の収支がプラ
スになることも多く、初年度から黒字化が実現できます。

選べる支払い方法

部材調達 シミュレーション 設計

施工
O&M

(メンテナンス) 電力販売

MY自家消費セット
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